
平成26年度　静岡市発達障がい者支援実態調査実施要領
第１　目的

　　　近年、発達障がいは、うつ病、ニート、ひきこもり、不安定就労、いじめ、児童虐待等、様々な社会問題の一因となっており、発達障がいに対する社会的関心も急速に高まっている。

　　　しかし、乳幼児期の支援に比べ、青年期、成人期の方については、障がい特性に応じた支援が受けられず、支援体制の整備も乏しく、多くの課題があるというのが現状です。このような現状を踏まえ、この調査により、成人期の発達障がい者等の現状把握をし、本市における支援体制を充実させる基礎資料とするため、今年度は市内の就労相談機関等と発達障がい児者団体の関係者を対象に就労に関する実態調査を行う。

第２　実施主体

　　　実態調査は、保健福祉局福祉部障害者福祉課が主体となって実施する。

　　　なお、実施に際しては、社会福祉法人恩賜財団済生会支部静岡県済生会（静岡市発達障害者支援センター運営事業受託者）の協力を得るものとする。

第３　実施対象

　　　実態調査は、市内の就労相談機関等（静岡公共職業安定所、清水公共職業安定所、静岡障害者職業センター、静岡市発達障害者支援センター、障害者就業・生活支援センター　さつき、静岡地域若者サポートステーション）と発達障がい児者団体（静岡県自閉症協会(静岡支部・清水支部)、静岡県ＬＤ等発達障がい児・者親の会「きんもくせい」）とする。
第４　実施内容
（１）実態調査の調査項目
　　　　次に定める項目について、調査を行う。
　　　　なお、具体的な項目については、別紙調査票のとおり。
　　　①就労相談機関等に対する調査

　　　　ア　基本項目(主な支援内容等)
　　　　イ　発達障がい者、発達障がいがあると思われる方について

　　　　ウ　「発達障がい」の基礎知識、支援方法について

　　　　エ　関係機関との連携について

　　　　オ　機関利用後の支援について

　　　　カ　発達障がい者支援施策に関しての意見、要望等

　　　②発達障がい児者団体の関係者等への調査

　　　　ア　基本項目（年齢、性別、障害者手帳の有無等）

　　　　イ　対象者の現在の生活状況について
　　　　ウ　発達障がいに関する情報収集について

　　　　エ　就労支援機関の利用について
　　　　オ　希望する働き方について

　　　　カ　日常、就労についての困り事、相談先について

　　　　キ　発達障がい者支援の取り組みに関しての意見・要望等

（２）調査方法

　　①就労相談機関等に対する調査

　　　　対象機関に対し、調査票を送付し、期限までに回答してもらう。
　　②発達障がい児者団体の関係者等への調査
　　　　対象団体（２団体）へ調査票を送付し、団体から所属会員へ調査票を配付してもらう。調査票記載後、直接、障害者福祉課へ調査票を提出してもらう。

（３）結果分析及び評価
　　　　実施主体は、調査終了後に結果の取りまとめ及び整理を行い、その取組み状況や現状等についての分析及び評価を行う。
第５　実態調査の検証及び結果の公表
　（１）調査結果の検証

　　　　調査結果（分析及び評価した内容を含む。）については、静岡市発達障害者支援体制整備検討委員会に付議し、内容の検証を得るものとする。
　（２）調査結果の公表

　　　　委員会にて検証を受けた調査結果は、これを公表する。
第６　実施期間

　（１）実態調査　　　　平成26年12月下旬～平成27年1月下旬
　（２）調査票回収　　　平成27年１月末
　（３）調査結果の取りまとめ及び整理、分析並びに評価　　　平成27年２月
　（４）調査結果の検証　　　平成27年３月
　（５）調査結果の公表　　　平成27年４月

　
第７　その他
　　　この要領に定めのない事項については、実施主体が別に定める。
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